



















必　　　修 選　　　必 計 
教 育 学  
教 育 心 理 学  
教 育 学 、 教 育 心 理 学 ま た は 教 科 教 育  




























































教 育 哲 学 特 論  
現 代 教 育 思 想  
教 育 史 特 論 Ⅰ  
教 育 史 特 論 Ⅱ  
教 育 方 法 学 特 論 Ⅰ  
教 育 方 法 学 特 論 Ⅱ  
教 育 方 法 学 特 論 Ⅲ  
教 育 社 会 学 特 論  
教 育 学 演 習  
教 育 制 度 特 論  
教 育 行 政 特 論  
社 会 教 育 特 論  
社 会 科 教 育 特 論  
社 会 科 教 育 演 習  
数 学 科 教 育 特 論  
数 学 科 教 育 演 習  
理 科 教 育 特 論  
理 科 教 育 演 習  
理 科 教 育 実 験 実 習  
音 楽 科 教 育 特 論  
音 楽 科 教 育 演 習  
音 楽 科 教 育 実 技  
美 術 科 教 育 特 論  
美 術 科 教 育 演 習  
美 術 科 教 育 実 技  
保 健 体 育 科 教 育 特 論  
保 健 体 育 科 教 育 演 習  
保 健 体 育 科 教 育 実 験 実 習  
家 庭 科 教 育 特 論  
家 庭 科 教 育 演 習  
家 庭 科 教 育 実 験 実 習  
技 術 科 教 育 特 論  
技 術 科 教 育 演 習  
技 術 科 教 育 実 験 実 習  
英 語 科 教 育 特 論  
英 語 科 教 育 演 習  
発 達 心 理 学 特 論 Ⅰ  
発 達 心 理 学 特 論 Ⅱ  
学 習 心 理 学 特 論 Ⅰ  
学 習 心 理 学 特 論 Ⅱ  
臨 床 心 理 学 特 論  
測 定 評 価 特 論  
教 育 心 理 学 実 験 演 習 Ⅰ  
教 育 心 理 学 実 験 演 習 Ⅱ  
社 会 心 理 学 特 論  
精 薄 児 心 理 学 特 論  
国 語 科 教 育 特 論  



































































































































































































































































































































































異 常 児 心 理 
異 常 児 教 育 






授　　　業　　　科　　　目 開設単位 第一類・第二類 必 選　　必 
特 殊 教 育 概 論 
精 薄 児 教 育 概 説 
精 薄 児 教 育 課 程 論 
精 薄 児 の 指 導 
精 薄 児 教 育 演 習 
異 常 児 の 心 理 
精 薄 児 の 心 理 
精 薄 児 の 診 断 実 習 
精 薄 児 の 心 理 演 習 
精 薄 児 の 心 理 学 実 験 
精 薄 児 の 病 理 
小 児 精 神 医 学 
異 常 児 の 病 理 演 習 
精 薄 児 の 保 健 
精 神 衛 生 
精 薄 児 の 保 健 演 習 
精 薄 児 教 育 実 習 
言 語 治 療 
臨 床 心 理 学 
人 格 心 理 学 
大 脳 生 理 学 
教 育 評 価 

























































































幼 児 教 育 概 論 
幼 児 教 育 史 
幼 児 の 環 境 と 文 化 
幼 児 教 育 方 法 論 
幼 児 教 育 課 程 論 
幼 児 教 育 演 習 
幼 児 心 理 学 
幼 児 心 理 研 究 法 
幼 児 の 精 神 衛 生 
学 習 心 理 学 
教 育 心 理 学 実 験 　 Ⅰ 
幼 児 心 理 演 習 
保 育 内 容の研究（総論） 
　 同 　 （ 健 　 　 　 康 ） 
　 同 　 （ 自 　 　 　 然 ） 
　 同 　 （ 言 　 　 　 語 ） 
　 同 　 （ 音 楽 リ ズ ム ） 
　 同 　 （ 絵 画 製 作 ） 
　 同 　 （ 社 　 　 　 会 ） 
　 同 　 （ 家 　 　 　 庭 ） 
　 同 　 （ 体 　 　 　 育 ） 
　 同 　 （ ダ 　 ン 　 ス ） 
　 同 　 （ 歌 　 　 　 唱 ） 
　 同 　 （ 器 　 　 　 楽 ） 
　 同 　 （ 音 楽 鑑 賞 ） 
　 同 　 （ 彫 　 　 　 塑 ） 
　 同 　 （ デ ザ イ ン ） 






































































































































































富 山 県 
富 山 県 
 
 
東 京 都 
富 山 県 
 
富 山 県 
富 山 県 
富 山 県 









































































































































































































































１  本　　　　部 
２  附属図書館 
３  経 済 学 部 
４  自然科学教練 
５  薬　学　部 
６  文 理 学 部 
７  教 育 学 部 
８  学 生 会 館 
９  黒 田 講 堂 
10  体 　育　館 
11  生協食堂売店 
12  小 　講　堂 
13  グ ラ ン ド 
14  コ 　ー　ト 
15  学 生 部 室 






















































































































養 成 課 程 
中学校教員 













































































































関東地区 関西地区 愛 知 県 中京地区 石川地区 神奈川県 
表７　昭和39年3月教育学部卒業者の就職状況調 （昭和39年４月14日現在） 
区　　分 備　　考 
男 女 計 男 女 計 男 女 計 
初等教育科 中等教育科 合　　　　計 
卒　業　者　数 
富山県教員志望者数 
小 学 校  
中 学 校  
高等学校 

























































































































































































































































































































教 育 一 般
（1）補習授業全廃の背景
（2）高校入試について
（3）全国一斉学力テストについて
（4）道徳教育について
（5）教師としての喜びや悲しみについて
富山大学教育学部英語研究会
1966.11.20
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一方、富山大学教育学部には「教育学部学生会」
を名乗る自治組織が、他学部のそれと併行して誕生
していた。しかしながら、各教科・教室を単位とし
て組織されたそれは、小・中学校などにおける定期
的な教育実践とその分析や考察を主とするものであ
り、やがてそれは「北教ゼミ」の舞台で発表され、
北信越の仲間との交流を通して、「授業研究」の力
を育成しようとするものであった。「教育学部自治
会」の主たる年間活動は、「北教ゼミ」に向けられ
ていた。従って、「教育学部自治会」はほとんどそ
のまま「北教ゼミ」と連動して、学生の教職意識の
形成を強力に促すと共に、専門教員が不在なためも
あって「子供論」が欠落したままの「各科教育法」
の補強と充填とに貢献しようとした、学生たちの自
主的な連帯組織であったと言っても良いのである。
それにもかかわらず、やがて昭和40年代に入り、
次第に高まる学生運動の潮流のなかで、政治色の濃
い中央の全国組織からの指令と呼応しつつ、本来の
教職関連の議論を離れ、「大学紛争」へと偏向して
行かざるを得なかったのである。
ちなみに、「第13回全教ゼミ・富山大会」（昭和41
年11月）のスローガンは「独立・平和・民主主義、
働く者の未来を目指す教育運動の発展のために」で
あり、統一テーマは「新安保体制下の人づくり政策
― 今日の大学支配政策・教員養成制度改悪粉砕の
ために―」というものであった。
昭和40年代に入って表面化した富山大学の紛争は
やがて拡大に向かい、教育学部自治会も次第にそれ
に巻き込まれていった。それでも、昭和43（1968）
年10月の経済学部ストライキ決行、同11月の全学闘
争連絡会議（新左翼系活動家グループ）の事務局本
部の占拠、といった動きに対して「教育学部教授会」
では、「学部補導委員会」を通して、「学部自治会」
の動向の報告や本部占拠に加わっている学生に対し
ての対策や提案がなされたり、学生の校舎使用時間
などの管理規定の遵守等につき、補導教官と学生と
の話し合いの場を持つことが論議されるなど、比較
的平穏な日々が過ぎていった。
この昭和43年11月には、教育学部学生会は「第15
２　富大紛争初期の教育学部
回北教ゼミ・新潟大会」参加のため、教育学部教授
会に休講などの措置を申し入れたが、その参加予定
学生数は150名とある。
しかし、昭和44（1969）年に入って紛争は激化す
る。その経緯の詳細は「総説編」に譲って省略する
が、横田学長の辞任に続いて３月の卒業式と入試の
学内実施の中止が決定され、学生側の大衆団交の要
求と全学封鎖の企図に対して、大学側は学生・職員
による封鎖解除と授業再開を試みるなどしたが、無
期限ストによる混乱は長期化していった。
その間、教育学部自治会は工学部と共に全学のス
トライキには加わらず、昭和44年１月の教授会は東
京大学の入試中止に伴う学部の入学定員増を否決な
どしている。
一方、教育学部学生大会は、２月17日・20日の両
日にわたって、「教育実習期間の延長問題」や「大
学後援会の使途不明金問題と書類公開」などについ
て話し合い、さらに、自治会執行部の提案する「ス
ト権」の確立を、３・４年次生多数の反対によって
否決した。
そのため２月22日には、学部学生大会のスト権否
決に反発して、新左翼系学生等30人ほどが教育学部
の封鎖を図り、午前３時を期して正面玄関のガラス
窓を割って入り込み、第１教棟に机や椅子でバリ
ケードを築き上げた。
こうした新左翼系学生の動きを事前に察した教育
学部自治会のメンバーは、学部第２教棟に泊まり込
んでいたことから、これに気付いて他の学生や教職
員に連絡し、早朝午前７時には、学部学生や蜷川学
３　教育学部の封鎖
雪の中をジグザグ・デモで気勢をあげる反日共系学生たち
（「北日本新聞」昭和44年２月23日）
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部長以下の職員150名ほどが集まった。
蜷川学部長は緊急補導委員会を開催して実力排除
を決定した。午前８時50分、校内に立て籠る新左翼
系学生に対して、消火栓からの放水やゲバ棒での殴
り合いなど、両者の間で富山大学始まって以来の大
乱闘が展開された。多くの負傷者も出たが、午前９
時５分過ぎ、結果として新左翼系学生は実力で排除
された。
しかし、午後１時過ぎには、新左翼系学生約100
名が文理学部前で全学総決起集会を開き、再封鎖を
叫んで学内を激しくデモ行進し、教育学部正面玄関
前ではジグザグ・デモを繰り返した。そのため、午
前中から学生集会を開いていた教育学部学生約250
人は、それを直ちに新左翼系学生に対する抗議集会
に切り替え、ジグザグ・デモによる示威運動を続け
る新左翼系学生と鋭く対峙して、学部の自治の侵害
に抗議し、「占拠学生は教育学部生に対し謝罪せよ」
との声明を読み上げ、シュプレヒコールを繰り返し
て応酬した。
加えて、既成左翼系学生約20名が新たにデモを始
めたため、教育学部前は三者入り乱れて騒然とした
が、新左翼系学生が引き揚げたことでこの対立も収
まって、教育学部学生は学内をデモ行進した後、学
部に戻って学科ごとに討論会を開いた。（以上､「北
日本新聞」昭和44年2月23日など）
ところが、２月27日に開催された教育学部学生大
会では、約200人の学生が参加し、そこで全学の流
れに同調して「スト権」が確立されたため、高岡市
の工学部を除く五福キヤンパスは「全学スト体制」
に突入した。同年３月10日には教育学部も他の学部、
本部とともに封鎖された。全学の卒業式は中止され
たが、教育学部卒業生への卒業証書授与は附属中学
校で行われている。
学生による全学の封鎖に対し、竹内学長代行は新
学期の授業再開を目指して、４月９日には開学以来
初めての機動隊導入を行い、一時は全学封鎖も11月
の経済学部封鎖以来147日ぶりに解除されたが、学
生の逮捕者が生じるなど、混迷は深まるばかりで、
学生の大衆団交の要求に対する大学側の拒否、封鎖
と解除、再封鎖とが繰り返されることになった。
すでに紛争の中で、附属学校で実施されることが
多くなっていた学部教授会は、昭和44年度第１回教
授会で、新年度前学期の授業開始を控えていたこと
に鑑み、学生との対話の大切さを概ね認めつつ、講
義開始日を14日に延期しその実施の判断は教官個々
の判断に委ねると決定している（４月７日）。その
講義開始の14日、教育学部学生会は「無期限スト」
に突入し、４月18日学部教授会に対して10項目の要
求書を提出した。
富山大学教育学部長　教授会　殿
昭和四十四年四月十八日
富山大学教育学部学生会
私たちは四月十四日から学生大会を開き、学長
代行、評議会に対して十項目要求貫徹の全学大衆
団交の実現を要求して無期限ストライキへの突入
を決定しました。従って、全学大衆団交が実現し、
十項目の要求が貫徹されるまで、私たちは、自主
的に活動し、正規の授業をいっさい放棄します。
更に、学部長、教授会に対して前の五項目要求
の他に、次のことを要求することが（ママ）決定し
ました。
一　学部教授会は十項目要求貫徹の全学大衆団交
を要求し全学に表明せよ。
以上のことから教授会は私たちのまったく正当な
要求を支持し、全学大衆団交実現、十項目要求貫徹
のためにともに闘うことを申し入れます。
十項目要求
一　後援会問題
○後援会は後援会の経理を公開し、関係者の責任
を追求せよ。
○学長、評議会は後援会の大学内における経理を
公開し、関係者の責任を追求せよ。
○後援会は即時解散せよ。
一　大学当局は工学部五福移転に関する不明確な
態度を自己批判し、対文部省45年度概算要求を
組む中で工学部五福移転を決議せよ。
一　学寮規則を白紙撤回せよ。
一　自衛官入学の責任の所在を明確化し、自衛官
入学拒否宣言を行い、且つその論拠を明らかに
４　新たな展開
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せよ。
一　経済学部紛争の責任を明確にし、学生の単位
を認めよ。
一　学生の自治活動の自由を保障せよ。
○学生守則第10条から第19条を撤廃せよ。
○学則第74条細目４を撤回せよ。
○学則第74条細目１～３は学生の同意を得よ。
一　振り分け入学の経過と責任の所在を明らかに
せよ。
一　文理改組の経過とその資料を公開せよ。
一　学長所見を白紙撤回せよ。
一　機動隊導入の経過とその責任の所在を明らか
にし、今後機動隊導入の要請や同意をするな。
この間、東大紛争は１月の機動隊の安田講堂攻略
をもって終焉に向かっていた。また、政府は「大学
運営に関する臨時措置法」の検討に着手して、紛争
校に対する閉廃校を論議し始めていた。
紛争解決の見通しの持てない富山大学は、重症校
の一つと見なされたため、学内外から苛立ちが相次
いで表明された。
６月に入って大学当局は、これまでの「大学問題
対策本部」を組織替えするなど、解決の方策を探っ
ていった。他方、父母たちも大学の正常化を求めて
立ち上がり、６月15日には「父母連合会」が結成さ
れて「富山県民会館」に300人が集合し、高岡市や
福光町でも父母による「懇談会」が開催された
（「北日本新聞」昭和44年６月16日）。
教育学部教授会も、６月13日付けで学生会から申
し入れのあった団体交渉を大多数の賛成で受け入れ
るなど、学生へのあゆみ寄りの中で正常化への模索
を進めていた。
教育学部教授会殿
周知のように政府・文部省は今国会会期を強行
に延長させ、「大学運営に関する臨時措置法案」を
通そうとしています。この法案は明らかに、全国
的に高まっている学園民主化闘争を利用して、大
学問題を真に解決するのではなく、大学を新たに
反動的方向に解体、再編成しようというものに他
なりません。
条文を読めば、大学の自治を破壊し、教職員の
民主的権利を抑圧することによって大学を政府・
文部省の専制的支配下におこうとするものである
ことは明白です。又富大の現状を考慮するなら、
富大の問題を隠蔽したまま休校・閉校の方向へも
っていくことを可能にするものです。
このような反動的大学弾圧立法に対し、国大協、
学術会議を始め全国の多くの大学の学長・評議
会・教授会が反対の声明をあげています。
教育学部学生会は６月26日第10回学生大会で、
大学立法に反対する決議をとり、同時に「教授会、
評議会は大学立法に関する見解を明らかにし、反
対の声明を挙げよ。」と決定しました。
貴教授会がただちに反対の声明をあげる（ママ）
よう要求します。
尚、回答は、７月３日（木）午後まで文書でお
願い致します。
６月27日　教育学部学生会
教育学部教授会殿
教育学部学生会
私達教育学部生は、一日も早く自主的に正しく
問題を解決する決意を更新し、第七回学生大会に
おいて学部団交の条件を再検討し、第八回学生大
会では新たに二つの当面の議題を決定しました。
下記の議題は、学内情勢の変化の中で私達全体
の切実な声となっているものであり、教授会は、
早急に団交に応じられるようここに重ねて申し入
れるものです。
尚以上の二つは当面の議題とし、（一）実習、
（二）就職問題、（三）自主研究の項目に関しても、
団交を重ねることを要求致します。
学部団交の議題
第八回学生大会決定（緊急議題）
一、学生の要求する全学大衆団交を認め、学長、
評議会に要求せよ。
一、機動隊導入の事後承認を自己批判し、原則と
して「学内紛争」解決の手段として、機動隊導
入の同意や要請をするな。
第二回学生大会決定
○実習問題
一、学部長、教授会は実習延長問題のアンケート
並びに報告書を公開し、どのような決定事項を
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定めたのか、又その過程及び根拠を明らかにせよ。
一、三十一年度の大学設置基準をめぐって
学部長、教授会は課程制にどう対処したか、過
程及び根拠を明らかにせよ。
一、現状での教育実習延長に反対する。
○就職問題
一、就職難打開のため、学生と共に県教委へ交渉
せよ。
採用内定を早める。
採用人員を増やす。
臨時採用をなくす。
富山県合格者のＡ、Ｂ、Ｃ基準について明ら
かにする。
○自主的研究活動
一、自主的研究活動の時間及び施設を保証せよ
一、学生と共にカリキュラムを検討する制度を保
証せよ。
学部団交の条件
（第七回学生大会では、第二回学生大会決定事項の
ままとすることを確認しました。）
一、教育学部当局（学部長、教授会）が参加する。
この場合、合意に達した事項に関して確認書を
取りかわす。学部当局は、この確認書を（ママ）
履行しなくてはならない。
一、学生、教官、職員の学部内諸階層が参加する。
一、議長団は議事の進行を取扱い、学生、教官で
構成する。
ただし、総議長は学生から選ぶ。
一、議題は、学生の要求するすべてに関して行な
う。
一、学生、教職員の発言は、議長を通してのみ行
なう。
一、学部当局の発言は、議長を通して保証する。
ただし、逆質問は認めない。
一、ドクターストップを認める。
一、日時、場所、報道関係その他に関しては、学
部当局と協議する。
一、議場内での発言は整然と行なう。
一、意見の違っていた場合は相互に帰って双方で
審議し、更に大衆団交を行なう。
一、学生交渉団は、各科代表十三名並びに執行委
員会代表四名が行なう。 以上
昭和四十四年六月十三日
７月に入り、教育学部教授会は緊急の教授会を含
め頻繁に開催され、教授会と学生会の双方は、スト
解除に向けての交渉を繰り返した。教授会は学生の
団体交渉を受け入れるにつき、予備折衝委員会を設
けて学生との対話に努めたが、団体交渉の代表団の
構成、団体交渉の進め方、期日の設定など、細部に
わたって学生会との厳しい対立点が浮き彫りにさ
れ、事態は容易に進展しようとはしなかった。
７月15日には、富大正常化父母連合会の紛争解決
への協力要請により、吉田県知事と後藤学長との会
見が県庁で実施される中で、大学当局は予備折衝委
員会を設けて学生と交渉を進めるなど、学生集会
（団交）開催の動きもようやく表面化していったが、
富山市公会堂での全学集会は、会場使用が拒否され
もした。そこには、既成左翼系・新左翼系の対立に
加えた各種セクトの対立抗争が、実力行使を伴うも
のに移っていたという側面があった。
やがて、「学長の責任において各自治会に呼びか
けた19・20日両日の全学集会（団交）」に対する
「教育学生会執行委員会（7月15日付）」の見解が出
されもしたが、改めて「７月25日」の「全学集会開
催」が決定された（『富山大学学報』第115・116号､
昭和44年６・７月発行）。
日共系と反日共系の内ゲバで荒された研究室
（「北日本新聞」昭和44年７月23日）
学生会に対し教科別集会の開催を促していた。こう
した教授会の在り方に異議を申し立て、学生を扇動
する「教授会弾劾」の掲示を貼付する一部教官もあ
った。
昭和44年８月21日
教育学部学生会会員諸君へ（第２信）
富山大学教育学部長　
富山大学教育学部教授会
先般８月８日付の書面において「授業再開の方
途を一日も早く見出す」よう諸君に協力を求めま
したが、その後学部教授会で慎重審議したところ
９月上旬を目途に授業を再開しなければ卒業、就
職などに決定的な打撃をこうむること必至である
ことが明らかとなりました。
それで別紙のとおり「昭和44年度年間授業行事
日程（案）」を立案しました。この案でもお分かり
のように３年次の教育実習を年度内に行なうこと
は不可能であるばかりでなく、日曜授業を行なわ
なければならなくなりました。また既に発表して
ある時間割の授業科目についても非常勤（併任）
講師などによる授業のうちには実施できないもの
が生じるかもしれません。
以上のような変則的な授業を実施するにしても
諸君が授業を放棄している現状においては、なほ
（ママ）諸君の責任において踏むべき道があろうか
と思われます。それには第１信でも述べたように
「各教科ごとに一層の融和を深め、意志の統一を図
ってすすんで教官との接触を密にする」必要があ
ります。それで下記の日時に教科別集会を催すこ
とにしましたのて、必ず出席してください。
なおその際には学部内の問題として諸君の提案
している三つの問題のうち先ず「教育実習」につ
いて改革すべき点など諸君の卒（ママ）直な意見を
聞きたいと思います。
記
教科別集会
日時　昭和44年８月26日（火）
午前10時
場所　各教科演習室
こうして９月１日、教育学部学生会はスト解除を
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学内の緊張が一段と高まる中、７月22日午後２時
過ぎには、全学大衆団交のための統一代表団選出を
議するため開催されていた教育学部学生大会会場
に、新左翼系の全学大衆団交推進会議の学生約40名
が突入を図り、バリケードを築いて防ごうとする既
成左翼系の学生とゲバ棒や木刀なとで激しく衝突す
る事態が発生した。投石による窓ガラスの破損や、
消火用ホースによる放水に加えて、紛争以来初めて
既成左翼系学生がヘルメットをかぶって武装すると
いう事態が生じている。県警機動隊80人も待機し、
衝突は30分ほどで終わったが、教育学部前に集まっ
た一般学生200名を前に、両者はマイクで激しく応
酬し合ったとも報じられた（「北日本新聞」昭和44
年７月23日）。
かくして７月25日、初めての全学集会が富山市体
育館を会場として開催された。しかし、当初から新
左翼系学生が壇上を占拠し、大学側を糾弾すること
に終始したため、これを阻止しようとする既成左翼
系学生との掴み合いとなり、全学集会は何の成果も
得られぬまま、混乱の中に終わった。
教育学部では、８月、学部独自の対策委員会を設
置し、予備折衝委員会を通して学生との交渉を継続
する中で、学生集会（団交）開催の道を模索したが、
新左翼系学生の妨害の危険が懸念され、その進展は
阻まれたままだった（昭和44年８月４日、第４回
｢教育学部教授会｣記録）。
８月３日には、大学運営に関する臨時措置法が成
立した。紛争の継続校に対する文部大臣の、自動的
な廃校手続きを可能とする法案の成立によって、学
生や教職員の間に廃学への危機感が生じ、紛争終結
への機運が高まっていた。
そのため、25日の集会こそ不成立に終わったが、
翌26日、正常化会議派学生ならびに体育会系学生と
職員とが実力行使に転じ、大学正門、本部事務局、
経済学部本館の封鎖を解除した。薬学部に籠城して
いた新左翼系学生は、火炎瓶を投げるなどして抵抗
したが、やがて孤立を恐れて自主的に退去し、ここ
に正常化への道が一気に開かれていった。
教育学部教授会は、８月21日付けの文書をもって
５　終息へ
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決議した。ただし授業再開にあたっては、問題を検
討することが条件とされた。９月６日を皮切りに10
月初めまで５回の学部団交が行われた。10月24日の
教養部のスト解除を最後に、富山大学紛争はひとま
ず終息し、11月には全学授業再開となった。
教育学部教授会は、９月の授業再開に際して学生
会から要請されたカリキュラム検討や学生参加の制
度作りについての特別機関（教育学部改革準備委員
会）設置を決定した。教授会の審議事項も、これま
での紛争問題中心から通常の協議に移っていった。
再開された変則の講義日程は、
【前期】９月８日（月）～12月６日（土）
（日曜日も授業実施）
【後期】３・４年生は12月８日（月）
～昭和44年３月14日（土）、
２年生は昭和44年１月５日（月）
～４月14日（火）
（教養部前学期終了後となるため）
冬季休業は12月29日（月）
～昭和44年１月３日（土）
と定められ、専門移行オリエンテーションは12月27
日（土）に開催された。
教育学部教授会が昭和44年10月に設置した改革準
備委員会（会長井上文武）は、31回の討議を経て45
年９月７日付けで「改革準備調査会における審議の
結論」という報告書を提出した（報告書起草委員会
メンバー、大塚・増田）。この間、45（1970）年４
月より授業時間割の作成や教材経費負担、学生同士
の連絡掲示場所の確保などの諸問題について、学生
の意見を聞くなどの改善も試みられた。同報告書に
基づき、11月、恒常的な学部改革委員会（管理・学
生参加など３分科会構成）が発足し、全学の「富山
大学改革準備委員会」と併行して、改革に向けての
諸問題の検討に入るなどの努力が続けられた。それ
らの細部は「総説編」に委ねたい。
昭和40年代初期は昭和元禄といわれ、日本は太平
ムードのなかで未曾有の高度経済成長を遂げ、我が
国の国民総生産は米・ソに次ぐ世界第三位に躍進し
たが、その余りにも急速な社会的繁栄の傍らでは、
世界的な反戦運動の高まりや、公害問題、環境破壊
が進むなど、社会的なひずみもまた確実に蓄積され
つつあった。それと呼応するかのように、昭和43年
は世界的にスチューデント・パワーが吹き荒れ、高
学歴社会を指向する日本においても、大学では学生
数の急増によるマス・プロ教育や、非民主的な管理
運営に対する学生の不満が表面化した。
日本大学・東京大学をはじめとして、大学の管
理・運営・研究・教育及びその制度や、大学に関わ
る政策をめぐり、行政当局・大学職員・学生の三者
間の意見・主張が対立し、大学紛争は急速に全国に
波及した。
学生の基本的要求は、①大学教育の改善、②産学
共同体制の否定、③大学管理への参加、等であった。
学生側のイデオロギー化した主張の性急さと、大学
側も頑なに学問の自由と大学の自治を標榜するあま
り、当事者間の努力にも拘わらず、残念ながら大学
としての自主的で独自な解決策は見出せず、最終的
には「大学の運営に関する臨時措置法」（同法により
９カ月以上紛争を続けていると教育・研究機能を停
止とする）によって、占拠学生の排除に機動隊を導
入するという、国家権力によって紛争を鎮静化する
ことを余儀なくされた。しかも、紛争のなかで提起
された諸課題は、ほとんど未解決のまま残された。
大学紛争での、学園の不法占拠や大衆団交、ゲバ
棒やヘルメットの横行、内ゲバ等々は、当時大学人
の経験のなかでは全く異質かつ予想だに出来ぬ突飛
な出来事であった。大学は何も治外法権の場でもな
く、ごく自然に一般社会のなかにあり、社会と共に
あらねばならぬものなのに、このような事は大学の
なかではあり得ない、あってはならぬ事という、そ
の当然と思われた常識に、大学関係者が疑いを抱く
ことなく甘んじていたことは、大きな不幸であり、
そこに思わぬ陥穽があった。
社会の構成員としての認識をもって、政治・経済
はいうまでもなく、地球的規模の諸問題に対して、
高い視野に立って将来を見据えた深い洞察力を培い
学問・研究を通して人材を育成するためにも、大学
紛争の経験を貴重な一つの教訓として、大学人は今
後に活かしていきたいものである。 （1998.9記）
大学紛争のころ
平成８年３月退官
小 西　照 泰
（技術・電気）
教育学部
学部では、昭和40年代に入っても、教員需要が思
わしくなかったこともあり、富山県の新規教員の採
用率は低迷し、過年度卒業生（常勤講師や産休代用教
員をしていたもの）の採用が顕著になっていった。
また、学生の教職意識の確立と連帯感の育成に一
定の役割を果たしてきた「北教ゼミ」組織と、それ
をまとめてきた学生会は、無力さも手伝い次第に形
骸化していった。
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昭和40年代は、教育学部の学生定員増や、附属学
校園の施設の拡充など、多くの課題を擁していたの
であったが、41年度新設の教育専攻科に対する派遣
教員や認定講習、教員採用などをあわせ、県教委と
の関係の修復には、富山大学教育学窓会の協力を仰
ぎつつ、地道な努力が改めて積み直されねばならな
かった。
第Ⅱ部　部局編
